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Outline 

環太平洋戦略的経済連携（TPP)とは 

FTAと農業問題 

韓国のFTA戦略 

日本が考えるべきこと 
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TPPとは何か 

 P4(Singapore, Brunei, Chile, New Zealand)イ
ニシアチブの「包括的」経済連携協定（2006～） 

 米国の参加＋ベトナム、マレーシア 

 高い自由化度（タリフラインベースで95%、貿易額ベースで90%を

即時関税撤廃、その他は7年以内に関税撤廃） 

 高い包括性（財＋ｻｰﾋﾞｽ、政府調達、知財…） 

 ｱｼﾞｱ太平洋のマルチFTA（APECの協定モデル） 

 対中国への戦略性？ 
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交渉方式 

 未だ未定の方式：既存FTAを残しFTA未締結国
と2国間FTAを交渉する方式（米国が主張） 

 既存のFTAを再交渉（reopen）し、統一交渉を 

 行うという交渉方式（豪州、NZ、星港） 

 部会方式：①投資と金融サービス、 

 ②物品の市場アクセス、工業品、繊維・衣料品、農業の3部会 

 ③越境サービス、金融サービス、電気通信、商用関係者移動 

 ④分野横断的事項が追加 
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日本参加の問題点 

 農業関連に集中する高関税（工業製品2.3％、世
界最低水準） 

 ハードルの高い市場アクセス、政府調達自由化 
（内国民待遇、見返り禁止、地方政府包含等） 

 サービス業：高い自由化、市場アクセスの拡大 

（金融業のルール化（金融了解ルール、国境取引、情報の

移転管理、公的機関の金融ｻｰﾋﾞｽ等）、電気通信サービス（
反競争行為確保のセーフガード、相互接続確保、ユニバーサル

サービス等） 

5 



包括性だけなら… 
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高い自由化率が… 

7 



経済効果は大きいかもしれない 
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農業に集中する高関税品目 
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FTAは農業を破綻させるか？ 

 現状維持に意味があるのか？ 

 (1)現状は既に疲弊し，限界に来ている 

 (2)減反政策を背負ったコメなど市場化が遅れた 

  ものほど生産性が低く、農家所得も低い 

 (3)食料自給率論の欺瞞 

 (4)農家を守るのか、農業を守るのか？ 

 (5)輸出の可能性 
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FTAは農業を破綻させるか？(2) 

 工業・サービス業vs.農業か？ 

 (1)所得が上がらなければ国産品も消費されない 

 (2)兼業農家の所得をどう考えるか？ 

 (3)農商工連携：日本の新しいモデル 

 (4)市場は既に働いている：J vs. J モデル 

 (5)高付加価値農業の源泉は何か？：知財 

 他国のFTAは止められない 

 例：韓国の「日本産業国際部」化 
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米が一番不幸だった… 
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進む高齢化 
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小規模で儲からない、と高齢化 
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兼業農家の就業先 
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韓国：一貫したFTA推進 

 多国間交渉主義からの転換（2000～） 

 金大中政権：地域の核となる開放小経済（チリ、シ
ンガポール、EFTA）→「巨大経済圏」（東ｱｼﾞｱ中心
：日韓FTA交渉の開始） 

 盧武鉉政権：「同時多発FTA」交渉、「ハブ立国」構
想（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙFTA、ﾅｼｮﾅﾘｽﾞﾑ外交連動：米韓開始） 

 李明博政権：「巨大経済圏」＋新興市場重視（実利
主義、包括性：EU、ｲﾝﾄﾞ） 

 原点としての通貨危機、グローバリズムへの楽観 
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8割をFTAでカバーする韓国 

Korea 

In effect

Signed

Under negotiation

Committed

Rest

Japan 

In effect

Signed

Under negotiation

Committed

Rest

China 

In effect

Signed

Under negotiation

Committed

Rest



FTAなき競争条件の乖離 
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好調を維持する韓国企業 
表１．アジアの主要製造業ランキング（Fortune 2010 より作成）
　
Rank Company Country Profit ($millions) Revenues ($ millions) Profit/Revenues(%)

5 Toyota Motor Japan 2,256 204,106 1.1
32 Samsung Electronics Korea 7,562 108,927 6.9
47 Hitachi Japan -1,152 96,593 -1.2
51 Honda Motor Japan 2,891 92,400 3.1
63 Nissan Motor Japan 456 80,963 0.6
65 Panasonic Japan -1,114 79,893 -1.4
67 LG Korea 1,206 78,892 1.5
69 Sony Japan -439 77,696 -0.6
78 Hyundai Motor Korea 2,330 71,678 3.3
89 Toshiba Japan -213 68,731 -0.3

104 SK Holdings Korea 211 64,396 0.3
112 Hon Hai Precision Industry Taiwan 2,292 59,324 3.9
138 Fujitsu Japan 1,002 50,399 2
182 Dongfeng Motor China 720 39,402 1.8
185 NEC Japan 123 38,591 0.3
191 Nippon Steel Japan -124 37,563 -0.3
192 Wesfarmers Australia 1,128 37,466 3
212 Mitsubishi Electric Japan 305 36,116 0.8
216 Canon Japan 1,408 34,292 4.1
232 Shanghi Motor China 1,070 33,629 3.2
272 POSCO Korea 2,522 28,883 8.7



FTAと農業の取り扱い：米韓FTA 
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FTAと農業の取り扱い：EU韓FTA 
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何が日本とは違うのか 

 輸出環境確保の優先順位 

 農業政治利権の希薄、大統領制のダイナミックス 

 強いグローバル志向：「日本産業国際部」モデルの勝利
方程式を農業にも 

 J:円高、高法人税、環境、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ、FTAなし 

 K:ウォン安、政府支援、環境・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽは大企業のみ、 

  ＋FTA＋同じ技術、同じ発想 

→農業：農商工連携、ブランド化による輸出、バイオ開発 

→世界10大食品輸出国を目指す 

→海外農地の確保による食糧安定供給 
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韓国から学べること：危機こそが機会である！ 

 グローバリズムの肯定、国民運動としてのFTA 

 他国を利用した成長モデルの追求：日韓関係 

 パンドラの箱：土地問題を回避 

 政策論インフラの整備と政治的近視眼の回避 

 成長ビジョン全体像とFTAの位置付け（優先順位）
：何を護り、何を捨てるのか 

 FTAロードマップ 

 所得補償：厳密な被害認定、バラマキの回避 

  FTAの所得効果をリンクして考える 

 財政制約：成長してこそ振り切れる 
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日本は何を考えるべきか(1) 
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 FTAの出発点：もはや「大国」ではない！ルール作りは自
分では作れない→共同形成に加わるべき 

 FTAの原則：参加者には±効果、不参加者には－効果 

 （受け身でいることのリスク） 

 成長戦略とFTA戦略の整合性、優先順位（≠韓国） 

 FTAのロードマップ 

 二カ国間交渉失敗の反省：対豪、対韓→何が、どの程度
、何故、政治的に困難か 

 正面突破＝TPPの内政的feasibility、農業基本政策との
整合性（自給率論？） 

 

 



日本は何を考えるべきか(2) 

 重要なのは安定食糧供給：一人歩きした自給率運動の封
じ込め、生産性向上＋安定的輸入＋適切な備蓄へ 

 農業構造改革に必要なガイアツ：農地問題、JA既得権、減
反、「多面的機能」、担い手論….… 

 商工連携、農業技術開発：何故、イノベーションは成長に
つながらないのか（内なる非関税障壁）、食品など中小企
業対策 

 FTAか、EPAか：反対勢力は本当に農業だけか？（物流、
医療・製薬、通信、運輸….） 

 TPP挫折後の二線準備、日米FTAとTPPの実利 

 経団連方式の限界？：TPPを主導するWall Mart、IBM、 

  Fedex、韓国を主導するBig５→個別企業と政府、業界の
インターフェイス？？（New Normal時代の官民とは） 
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